様式第１号（単体企業）

公益財団法人埼玉県下水道公社下水道施設維持操作業務委託一般競争入札公告
業務委託契約について、下記のとおり一般競争入札を行うので、公益財団法人埼玉県下水道公社下水道施設維持操作業務委託一般競争入札執行要領（以下「要領」という。）第３条の規定に基づき公告する。
平成　　年　　月　　日

公益財団法人埼玉県下水道公社

理事長　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　概要等

（１）入札対象

ア　件　名

　　  下水道施設（水処理・汚泥処理・中継ポンプ場）維持操作業務委託
イ　場　所

　　　○○水循環センター（○○市○○地内）

ウ　期　間

平成    年  　月  　日から平成　　年　　月　　日まで

エ　概　要

　　　○○流域下水道施設の運転業務及び整備、点検、保守及び補修等の業務

　　　【施設概要】

　○○水循環センター

供用開始　　　　

　　　　処理方法　　　　標準活性汚泥法

処理能力　　　　平成　　年度末    　　　ｍ3（日最大）

流入水量　　　　平成　　年度計画 　　　 ｍ3（日平均）

　　　　　水処理　　　　　  系列

　　汚泥脱水機　　　  台

　　　　　焼却炉　　　　　  基

　　　　　中継ポンプ場　　  箇所

（２）入札手続きの方法

　　　要領の規定による。

（３）最低制限価格

　　　　有（最低制限価格未満の入札をした者は、この入札における以降の入札に参加できません。）

２　一般競争参加資格確認申請書等の提出

入札参加を希望する者は、要領第１０条の規定により一般競争参加資格確認申請書に一般競争参加資格等確認資料を添付し提出すること。

（１）提出期間

　　　平成　　年　月　日（　）午前・午後　　時　　分から

平成　　年　月　日（　）午前・午後　　時　　分まで（必着）

（２）提出場所

公益財団法人埼玉県下水道公社（本社・○○支社）　　　

３　入札執行の日時等

　　入札執行の日時等は次のとおりとする。ただし、変更する場合がある。この場合は、下水道公社ホームページ・掲示等で案内する。

（１）入札日時

　　　　平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時　　分

（２）入札場所

　　　公益財団法人埼玉県下水道公社（本社・○○支社）　

４　入札に参加する者に必要な要件

　　この入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を満たしている者とする。

（１）参加者の形態等

単体企業とする。
（２）参加資格

　　　　入札に参加する単体企業に必要な資格は、次のとおりとする。
ア　埼玉県競争入札参加資格者名簿（土木施設維持管理）（平成○・○年度）に登載されている者とする。
イ　下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和62年建設省告示第1348号）第２条の規定に基づき、下水道処理施設維持管理業者登録簿に登録されている者で、本社を国土交通省関東地方整備局管内に有する者とする。

ウ　直前の５年間において１日最大処理能力が50,000ｍ3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設及び汚泥処理施設の運転管理業務を地方公共団体又は地方公共団体が出資している団体から直接受託し、２年以上実施した実績を有すること。（企業体の構成員としての実績は、出資比率20％以上のものに限る。）

エ　次に掲げる（ア）の要件のほか（イ）又は（ウ）の要件を満たす総括責任者１名並びに（ア）及び（エ）又は(オ）の要件を満たす業務責任者を１名以上当該業務に専任で配置できること。

（ア）下水道法施行令（昭和34年政令第147号）第１５条の３に定める資格を有すること。

（イ）１日最大処理能力が10,000 m3以上の標準活性汚泥法を用いた、下水処理場における水処理施設及び汚泥処理施設の運転管理業務に関し、いずれかの施設の業務責任者として、直前の５年間において３年以上の実務経験を有すること。

（ウ）下水処理場の運転管理業務において総括責任者として、２年以上の実務経験を有すること。

（エ）１日最大処理能力が5,000 m3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設又は汚泥処理施設の運転管理業務に関し、専門職として直前の５年間において３年以上の実務経験を有すること。

（オ）１日最大揚水能力が50,000 m3以上の中継ポンプ場施設の運転管理業務に関し、専門職として直前の５年間において３年以上の実務経験を有すること。
（３）単体企業の制限

次のいずれかに該当する者は、入札に参加することができない。
ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４第１項の規定に該当する者。

イ　埼玉県財務規則(昭和39年埼玉県規則第18号)第９１条の規定により埼玉県の一般競争入札に参加させないこととされた者。

ウ　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の申し立てがなされている者。ただし、手続開始決定を受けている者を除く。

エ　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申し立てがなされている者。ただし、手続き開始の決定を受けている者を除く。

オ　公告日から落札決定までの期間に、公社の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者。
カ　公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者。
キ　公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けている者。
５　入札参加資格の有無の確認

　（１）入札参加資格の確認通知

要領に基づき入札執行前に確認し、平成　年　月　日（　）までに通知する。
　（２）入札参加資格の有無の再確認
　　　　参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成　年　月　日（　）までに、書面により再確認を求めることができる。再確認の結果は、平成　年　月　日（　）までに回答する。

６　設計図書等

　設計図面及び仕様書等その他入札金額の見積に必要な図書（以下「設計図書等」という。）の閲覧及び貸与は、次のとおりとする。

　なお、仕様書については、公社ホームページからダウンロードすることができる。

（１）閲覧及び貸与期間

　　　平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時　　分から

平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時　　分まで

（２）閲覧及び貸与場所

公益財団法人埼玉県下水道公社（本社・○○支社）　担当

７　設計図書等に関する質疑

設計図書等に関する質疑がある場合は、次のとおり質疑書を提出すること。

（１）受付期間

平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時　　分から

平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時　　分まで

（２）受付場所

財団法人埼玉県下水道公社（本社・○○支社）　担当

（３）質疑に対する回答

質疑書を提出した者に回答するほか、公社ホームページで公表する。

８　現場説明会

　　開催しない。ただし、希望がある場合は現場見学会を実施する。

９　入札に関する注意事項

（１）入札書に記載する金額

　　　　金額は消費税及び地方消費税を含まないものとする。（契約締結時に消費税及び地方消費税を加算する。）

（２）入札金額見積内訳書

　　　要領第１７条の規定による。

（３）入札回数

ア　再度入札は３回まで行うことができる。

イ　初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。

（４）入札の辞退

　　　　要領第２０条の規定による。

（５）その他

ア　一度提出した入札書を書換え、引換え又は撤回することはできない。

イ　落札となるべき同額の入札をした者が２人以上あった場合は、くじにより決定する。

ウ　入札に参加する者の数が１人の場合であっても執行する。

エ　入札を公正にできないと認められるときは、入札を執行しないことがある。

（６）入札の無効

　　　　次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　　　ア　入札者の押印のない入札書による入札

　　　イ　記載事項を訂正した場合においては、その箇所に押印のない入札書による入札

　　　ウ　金額の訂正のある入札書による入札

　　　エ　その他要領第２４条に該当する入札

10　入札保証金

（１）入札に参加しようとする者は、入札金額の１００分の５以上に相当する金額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げるものとする）の入札保証金を納付しなければならない。

ただし、次に掲げる場合には、その全部又は一部の納付を免除する。

ア　入札参加希望者が保険会社との間に当公社を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。

イ　国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体（出資法人を含む。）と要領第５条第３号に定める契約を当該年度の前々年度の４月１日以後に２回以上誠実に履行したものについて、その者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるとき。

（２）入札保証金の納付方法は、次のとおりとする。

ア　入札参加希望者は、入札保証金を、入札日の前日までに下記口座に振り込むものとする。

　　　入札保証金振込口座

　　　銀 行 名　　埼玉りそな銀行県庁支店

口座名義　　公益財団法人埼玉県下水道公社

　　　種　　類　　普通預金

口座番号　　４６３０８３６

イ　入札保証金の納付を証する証票を持参し、要領第１８条第２項に規定する参加資格の確認の際に入札執行者に提示する。
（３）上記（１）のアに該当する場合の免除の方法は、次のとおりとする。

ア　提出方法

　　　　　原則として保険証券を入札場所に持参する。

イ　提出期限

　　　　　平成　　年　　月　　日○時○分まで（入札開始前まで）

（４）上記（１）のイに該当する場合の免除方法は、次のとおりとする。

ア　平成○○年４月１日から公告の日までに国（独立行政法人を含む。）又は地　方公共団体（出資法人を含む。）と要領第５条第３号に定める契約を締結し、かつ、履行した下水道施設維持管理業務委託契約（単体企業又は共同企業体の代表構成員としての委託実績に限る。）について、その契約書の写し及び完了検査結果通知等履行を証明するものの写しを一般競争参加資格確認申請書に添付すること。

イ　当公社と締結し履行した業務委託については、履行を証明するものの写しを省略することができる。

（５）入札保証金は、入札の終了後に還付する。

なお、落札者がその責めに帰すべき理由により契約を締結しないときは、落札者に係る当該入札保証金は還付しない。

11　支払い方法

確認検査終了後、毎月精算

12　その他

埼玉県において、平成〇年度予算が議決されず、公社との間で流域下水道維持管理業務契約が締結されなかった場合は、この公告に係る契約を締結しないものとする。

13　この公告に関する問い合わせ先

公益財団法人埼玉県下水道公社（本社・○○支社）　　　担当

電話番号　　　　　　　　　

ＦＡＸ番号

本件入札については、公社ホームページからダウンロードすることにより入手することができる。
　　 公益財団法人埼玉県下水道公社ホームページ　    http://www.saitama-swg.or.jp/

様式第１－２号（共同企業体）
公益財団法人埼玉県下水道公社下水道施設維持操作業務委託一般競争入札公告

業務委託契約について、下記のとおり一般競争入札を行うので、公益財団法人埼玉県下水道公社下水道施設維持操作業務委託一般競争入札執行要領（以下「要領」という。）第３条の規定に基づき公告する。
平成　　年　　月　　日

公益財団法人埼玉県下水道公社

理事長　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　概要等
（１）入札対象

ア　件　名
　　  下水道施設（水処理・汚泥処理・中継ポンプ場）維持操作業務委託
イ　場　所

　　　○○水循環センター（○○市○○地内）
ウ　期　間

平成    年  　月  　日から平成　　年　　月　　日まで

エ　概　要
　　　○○流域下水道施設の運転業務及び整備、点検、保守及び補修等の業務

　　　【施設概要】

　○○水循環センター

供用開始　　　　

　　　　処理方法　　　　標準活性汚泥法

処理能力　　　　平成　　年度末    　　　ｍ3（日最大）

流入水量　　　　平成　　年度計画 　　　 ｍ3（日平均）

　　　　　水処理　　　　　  系列

　　汚泥脱水機　　　  台

　　　　　焼却炉　　　　　  基

　　　　　中継ポンプ場　　  箇所

（２）入札手続きの方法
　　　要領の規定による。

（３）最低制限価格

　　　　有（最低制限価格未満の入札をした者は、この入札における以降の入札に参加できません。）

２　一般競争参加資格確認申請書等の提出

入札参加を希望する者は、要領第１０条の規定により一般競争参加資格確認申請書に一般競争参加資格等確認資料及び共同企業体協定書を添付し提出すること。

（１）提出期間

　　　平成　　年　月　日（　）午前・午後　　時　　分から

平成　　年　月　日（　）午前・午後　　時　　分まで（必着）

（２）提出場所

公益財団法人埼玉県下水道公社（本社・○○支社）　　　
３　入札執行の日時等

　　入札執行の日時等は次のとおりとする。ただし、変更する場合がある。この場合は、下水道公社ホームページ・掲示等で案内する。

（１）入札日時

　　　　平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時　　分
（２）入札場所

　　　公益財団法人埼玉県下水道公社（本社・○○支社）　

４　入札に参加する者に必要な要件

　　この入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を満たしている者とする。

（１）参加者の形態等

　　　３者以内による共同企業体（以下「企業体」という。）とし、次のアからウまでの全てに該当すること。また、企業体の構成員は、本件入札に係わる他の企業体の構成員となることはできない。
ア　企業体の運営形態は、各構成員が対等な立場で一体となって業務を遂行する共同管理方式とする。

イ　企業体は代表構成員を選定するものとし、代表構成員の出資比率は、構成員のうち最大とする。

ウ　企業体の構成員の最小出資比率は、企業体の構成員が２者の場合は２０％以上、３者の場合は１０％以上とする。
（２）企業体に必要な資格

　　　　入札に参加する企業体に必要な資格は、次のとおりとする。
ア　企業体の構成員は、埼玉県競争入札参加資格者名簿（土木施設維持管理）（平成○・○年度）に登載されている者とする。
イ　企業体の構成員は、下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和62年建設省告示第1348号）第２条の規定に基づき、下水道処理施設維持管理業者登録簿に登録されている者で、本社を国土交通省関東地方整備局管内に有する者とする。

ウ　企業体の代表構成員は、直前の５年間において１日最大処理能力が50,000ｍ3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設及び汚泥処理施設の運転管理業務を地方公共団体又は地方公共団体が出資している団体から直接受託し、２年以上実施した実績を有すること。（企業体の構成員としての実績は、出資比率20％以上のものに限る。）

エ　企業体の代表構成員以外の構成員は、直前の５年間において１日最大処理能力が10,000ｍ3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設又は汚泥処理施設の運転管理業務を地方公共団体又は地方公共団体が出資している団体から直接受託し、２年以上実施した実績を有すること。（企業体の構成員としての実績は、出資比率10％以上のものに限る。）

オ　次に掲げる（ア）の要件のほか（イ）又は（ウ）の要件を満たす総括責任者１名並びに（ア）及び（エ）又は（オ）の要件を満たす業務責任者を３名以上当該業務に専任で配置できること。なお、企業体の各構成員は、それぞれが常時雇用する職員から１名以上を業務責任者として選任すること。

　　（ア）下水道法施行令（昭和34年政令第147号）第15条の３に定める資格を有すること。

　　（イ）１日最大処理能力が50,000ｍ3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設及び汚泥処理施設の運転管理業務に関し、いずれかの施設の業務責任者として、直前の５年間において３年以上の実務経験を有すること。

　　（ウ）下水処理場の運転管理業務において総括責任者として、２年以上の実務経験を有すること。

（エ）１日最大処理能力が10,000ｍ3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設又は汚泥処理施設の運転管理業務に関し、専門職として直前の５年間において３年以上の実務経験を有すること。

（オ）１日最大揚水能力が100,000ｍ3以上の中継ポンプ場施設の運転管理業務に関し専門職として直前の５年間において３年以上の実務経験を有すること。
　（３）企業体構成員の制限

次に該当する者は、企業体の構成員となることはできない。
ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４第１項の規定に該当する者。

イ　埼玉県財務規則(昭和39年埼玉県規則第18号)第９１条の規定により埼玉県の一般競争入札に参加させないこととされた者。

ウ　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の申し立てがなされている者。ただし、手続開始決定を受けている者を除く。

エ　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申し立てがなされている者。ただし、手続き開始の決定を受けている者を除く。

オ　公告日から落札決定までの期間に、公社の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者。
カ　公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者。
キ　公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けている者。
５　入札参加資格の有無の確認

　（１）入札参加資格の確認通知

要領に基づき入札執行前に確認し、平成　年　月　日（　）までに通知する。

　（２）入札参加資格の有無の再確認

　　　　参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成　年　月　日（　）までに、書面により再確認を求めることができる。再確認の結果は、平成　年　月　日（　）までに回答する。
６　設計図書等

　設計図面及び仕様書等その他入札金額の見積に必要な図書（以下「設計図書等」という。）の閲覧及び貸与は、次のとおりとする。
　なお、仕様書については、公社ホームページからダウンロードすることができる。

（１）閲覧及び貸与期間

　　　平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時　　分から

平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時　　分まで
（２）閲覧及び貸与場所

公益財団法人埼玉県下水道公社（本社・○○支社）　担当
７　設計図書等に関する質疑

設計図書等に関する質疑がある場合は、次のとおり質疑書を提出すること。

（１）受付期間

平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時　　分から

平成　　年　　月　　日（　）午前・午後　　時　　分まで

（２）受付場所

公益財団法人埼玉県下水道公社（本社・○○支社）　担当

（３）質疑に対する回答

質疑書を提出した者に回答するほか、公社ホームページで公表する。

８　現場説明会

　　開催しない。ただし、希望がある場合は現場見学会を実施する。
９　入札に関する注意事項

（１）入札書に記載する金額

　　　　金額は消費税及び地方消費税を含まないものとする。（契約締結時に消費税及び地方消費税を加算する。）

（２）入札金額見積内訳書

　　　要領第１７条の規定による。
（３）入札回数

ア　再度入札は３回まで行うことができる。

　　イ　初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。

（４）入札の辞退

　　　　要領第２０条の規定による。

（５）その他

ア　一度提出した入札書を書換え、引換え又は撤回することはできない。

　　イ　落札となるべき同額の入札をした者が２人以上あった場合は、くじにより決定する。

　　ウ　入札に参加する者の数が１人の場合であっても執行する。

　　エ　入札を公正にできないと認められるときは、入札を執行しないことがある。

（６）入札の無効

　　　　次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

　　ア　入札者の押印のない入札書による入札

　　イ　記載事項を訂正した場合においては、その箇所に押印のない入札書による入札

　　ウ　金額の訂正のある入札書による入札

　　エ　その他要領第２４条に該当する入札

10　入札保証金
（１）入札に参加しようとする者は、入札金額の１００分の５以上に相当する金額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げるものとする）の入札保証金を納付しなければならない。
ただし、次に掲げる場合には、その全部又は一部の納付を免除する。

ア　入札参加希望者が保険会社との間に当公社を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。

イ　国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体（出資法人を含む。）と要領第５条第３号に定める契約を当該年度の前々年度の４月１日以後に２回以上誠実に履行したものについて、その者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるとき。

（２）入札保証金の納付方法は、次のとおりとする。

ア　入札参加希望者は、入札保証金を、入札日の前日までに下記口座に振り込むものとする。

　　　入札保証金振込口座

　　　銀 行 名　　埼玉りそな銀行県庁支店

口座名義　　公益財団法人埼玉県下水道公社

　　　種　　類　　普通預金

口座番号　　４６３０８３６

イ　入札保証金の納付を証する証票を持参し、要領第１８条第２項に規定する参加資格の確認の際に入札執行者に提示する。
（３）上記（１）のアに該当する場合の免除の方法は、次のとおりとする。

ア　提出方法

　　　　原則として保険証券を入札場所に持参する。

イ　提出期限

　　　　平成　　年　　月　　日○時○分まで（入札開始前まで）

（４）上記（１）のイに該当する場合の免除方法は、次のとおりとする。

ア　平成○○年４月１日から公告の日までに国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体（出資法人を含む。）と要領第５条第３号に定める契約を締結し履行した下水道施設維持管理業務委託契約（単体企業又は共同企業体の代表構成員としての委託実績に限る。）について、その契約書の写し及び完了検査結果通知等履行を証明するものの写しを一般競争参加資格確認申請書に添付すること。

イ　当公社と締結し履行した業務委託については、履行を証明するものの写しを省略することができる。

（５）入札保証金は、入札の終了後に還付する。

なお、落札者がその責めに帰すべき理由により契約を締結しないときは、落札者に係る当該入札保証金は還付しない。

11　支払い方法

確認検査終了後、毎月精算
12　その他

埼玉県において、平成〇年度予算が議決されず、公社との間で流域下水道維持管理業務契約が締結されなかった場合は、この公告に係る契約を締結しないものとする。
13　この公告に関する問い合わせ先

公益財団法人埼玉県下水道公社（本社・○○支社）　　　担当

電話番号　　　　　　　　　

ＦＡＸ番号

本件入札については、公社ホームページからダウンロードすることにより入手することができる。
　　　公益財団法人埼玉県下水道公社ホームページ　    http://www.saitama-swg.or.jp/

様式第２号（単体企業）
一般競争参加資格確認申請書
平成　　　年    　月    　日
公益財団法人埼玉県下水道公社

理事長　　　　　　　　　　　　　様
                   　      　  　   　
住       所
　
商号又は名称
代 表 者 名                      　　　印
下記業務委託の一般競争入札へ参加したいので、一般競争参加資格等確認資料を添えて入札
参加資格の確認を申請します。
  なお、地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者及び埼玉県財務規則第９１条に該当
しない者であること並びに記載事項が事実と相違ないことを誓約します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１  公告年月日
平成　　年    月    日
２  件　　　名
３  場　　　所
４（１）入札保証金の減免に関する希望

　　　　希望（　する　・　しない　）

　（２）減免事由

ア　入札保証契約

イ　契約履行実績

ウ　その他

５  連絡先
（１）担当者所属・氏名
（２）電話番号
（３）ＦＡＸ番号

様式第２－２号（共同企業体）
一般競争参加資格確認申請書
平成　　　年    　月    　日
公益財団法人埼玉県下水道公社

理事長　　　　　　　　　　　　　様

                   　      　  　   　

共同企業体の名称
　住       所

代表構成員　商号又は名称
代 表 者 名  　　　　　　　　　　　　　印
  住       所

構成員  商号又は名称
代 表 者 名  　　　　　　　　　　　　　印
　住       所

構成員  商号又は名称
代 表 者 名                      　　　印
下記業務委託の一般競争入札へ参加するため、共同企業体を結成したので、一般競争参加
資格等確認資料及び共同企業体協定書を添えて入札参加資格の確認を申請します。
なお、各構成員とも地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者及び埼玉県財務規則
第９１条に該当しない者であること並びに記載事項が事実と相違ないことを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１  公告年月日
平成　　年    月    日
２  件　　　名
３  場　　　所
４（１）入札保証金の減免に関する希望

　　　　希望（　する　・　しない　）

　（２）減免事由

ア　入札保証契約

イ　契約履行実績

ウ　その他

５  連絡先
（１）担当者所属・氏名
（２）電話番号
（３）ＦＡＸ番号

様式第２－３号

一般競争参加資格等確認資料

商号又は名称

１　登録等の状況　　　　　様式第４号

　　別添のとおり
２　同種業務の実績調書　　様式第５号（１）・様式第５－２号（１）・様式第５号（２）
　　別添のとおり
３　その他指定する事項　　様式第６号

　　別添のとおり
様式第３号
共同企業体協定書
（目的）
第１条　当共同企業体は、公益財団法人埼玉県下水道公社発注に係る次の業務委託（以下「業務」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。

委託業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

実施場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称）   
第２条　当共同企業体は、                                      （以下「企業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を                                      に置く。
（成立の時期）
第４条　当企業体は、平成    年    月    日に成立し、第１条に規定する業務委託の請負契約の履行後３箇月を経過するまでは解散することができない。
２  前項の存続期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。
３　当企業体は業務の請負ができなかった場合には前項の規定に係わらず、当該業務の契約 が締結されたときをもって解散するものとする。
（構成員の住所及び名称）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
  住        所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  住        所
  商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　住        所
  商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表構成員の名称）
第６条　当企業体は、                                                を代表構成員とする。
（代表構成員の権限）
第７条　当企業体の代表構成員は、第１条で規定する業務の施行に関し当企業体を代表して発注者及び監督官庁等と折衝する権限、入札の参加及び契約締結に関する権限、請負代金の請求、受領に関する権限、並びに当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の出資の割合等）
第８条　当企業体の構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該業務について発注者と契約内容の変更があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。

商号又は名称 　                                           ％
商号又は名称                                              ％
商号又は名称                                              ％
２  金銭以外のものによる出資については、時価を考慮の上構成員が協議して評価するものとする。
（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、業務の施行に当たるものとする。
（構成員の責任）
第１０条　各構成員は、業務の請負契約の履行に関し一体となって共同で管理し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第１１条　当企業体の取引金融機関は、                                とし、代表構成員の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第１２条　当企業体は、業務完了の都度決算するものとする。
（利益金の配当の割合）
第１３条　決算の結果、利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により、構成員に利益金を配当するものとする。
（欠損金の負担の割合）
第１４条　決算の結果、欠損金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により、構成員が欠損金を負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第１５条　本協定に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。
（業務受託途中における構成員の脱退に対する措置）
第１６条　当企業体の構成員は、発注者及び他の構成員の承認がなければ、当企業体の業務委託契約が完了するまでの間は、脱退することはできない。
２  業務受託途中において、前項の規定により構成員のうち脱退した者がある場合においては、残存構成員が業務を完了する。
３  第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、残存構成員が有している出資の割合に、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を加えた割合とする。
４  脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５  決算の結果、利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。
（業務受託途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第１７条　構成員のうちいずれかが、業務受託途中において破産又は解散した場合においては、前条第２号から第５号までを準用するものとする。

２　代表構成員が脱退し若しくは除名された場合または代表構成員としての責任を果たせなくなった場合においては、従前の代表構成員に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表構成員とすることができるものとする。
（解散後の瑕疵担保責任）
第１８条　当企業体が解散した後においても、当該業務につき、瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第１９条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

                                                           　　　 ほか　  社は、
　

上記のとおり                                                    委託業務共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、１通を申請書とともに提出し残りを各自所持するものとする。
  平成    年    月    日
                住        所
	  代表構成員    商号又は名称
                 代表者氏名
	社
	

	
	　印
	   印


                住        所
	  構  成  員    商号又は名称
	社
	

	                 代表者氏名
	　印
	   印


                住        所
	  構  成  員    商号又は名称
	社
	

	                 代表者氏名
	　印
	   印


様式第４号

登録等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

	項　　　　目
	内          　          容

	１　埼玉県建設工事等競争入札参加者名簿登載状況


	商号又は名称



	
	代表者の役職名



	
	代表者名

　



	２　下水道処理施設維持管理業者登録規程第２条に規定する登録状況


	登録番号



	
	登録年月日　



	
	商号又は名称　



	
	本社の名称所在地　



	
	代表者名




注）登録状況、現況報告書の状況等を証する書類等(それぞれ所管官庁の受領印等のある写し又は有効

　な証明となる書類)を添付すること。

様式第５号（１）（単体企業）
同種業務の実績調書

○○水循環センター維持操作業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

	実績番号
項目
	実績１(平成　　年度)

	実績２　　　　　　


	実績３

	実績４


	業務

名称

等
	業務名


	
	
	
	

	
	発注機関名
	
	
	
	

	
	業務場所
	
	
	
	

	
	契約金額
	
	
	
	

	
	契約期間


	平成　年　月　日から

平成　年　月　日まで
	平成　年　月　日から

平成　年　月　日まで
	平成　年　月　日から

平成　年　月　日まで
	平成　年　月　日から

平成　年　月　日まで

	業務内容
	流域・公共下水道の区別
	
	
	
	

	
	処理方式
	
	
	
	

	
	現況処理能力(ｍ3/日最大)
	
	
	
	

	
	備  考


	
	
	
	

	契約

状況
	契約期間及び過去３年間の
処理能力
	
	
	
	

	特記

事項
	記載した実績の属する年度
におけるその他の同種業務
の状況(業務契約件数及び
処理能力の合計)
	
	
	
	


注１）業務の受託実績は直前の５年間における対象施設の１日最大処理能力が50,000ｍ3以上の処理能力の大きいものから順に３件までを記入してください。

入札参加申込年度の前年度の該当実績がない場合は、実績１の欄は空白とし、実績２から実績４に記載してください。

注２） 契約書の写し又は発注機関の発注証明を添付してください。

注３） 業務内容の備考欄は、下水処理場における水処理施設・汚泥処理施設の運転操作監視及び保守点検の概要並びに水質・臭気の測定・試験業務の概要

　　 を記入してください。

注４） 契約状況欄の過去５年間の処理能力とは、記載された当該処理場の過去５年間の契約期間における処理能力（ｍ3/日最大）をいう。
様式第５－２号（１）（共同企業体）
同種業務の実績調書（代表構成員・構成員）

○○水循環センター維持操作業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

	実績番号
項目
	実績１(平成　　年度)

	実績２　　　　　　


	実績３

	実績４


	業務

名称

等
	業務名


	
	
	
	

	
	発注機関名
	
	
	
	

	
	業務場所
	
	
	
	

	
	契約金額
	
	
	
	

	
	契約期間


	平成　年　月　日から

平成　年　月　日まで
	平成　年　月　日から

平成　年　月　日まで
	平成　年　月　日から

平成　年　月　日まで
	平成　年　月　日から

平成　年　月　日まで

	業務内容
	流域・公共下水道の区別
	
	
	
	

	
	処理方式
	
	
	
	

	
	現況処理能力(ｍ3/日最大)
	
	
	
	

	
	備  考


	
	
	
	

	契約

状況
	契約期間及び過去３年間の
処理能力
	
	
	
	

	特記

事項
	記載した実績の属する年度
におけるその他の同種業務
の状況(業務契約件数及び
処理能力の合計)
	
	
	
	


注１）業務の受託実績は直前の５年間における対象施設の１日最大処理能力が代表構成員は50,000ｍ3以上、構成員は10,000ｍ3以上の処理能力の大きいも

のから順に３件までを記入してください。入札参加申込年度の前年度の該当実績がない場合は、実績１の欄は空白とし、実績２から実績４に記載して

ください。

注２） 契約書の写し又は発注機関の発注証明を添付してください。

注３） 業務内容の備考欄は、下水処理場における水処理施設・汚泥処理施設の運転操作監視及び保守点検の概要並びに水質・臭気の測定・試験業務の概要

　　 を記入してください。

注４） 契約状況欄の過去５年間の処理能力とは、記載された当該処理場の過去５年間の契約期間における処理能力（ｍ3/日最大）をいう。
様式第５号（２）
同種業務の実績調書（総括責任者・業務責任者）
○○水循環センター維持操作業務委託
	技術者区分
	総括責任者
	業務責任者
	業務責任者
	業務責任者

	従事予定者名
	
	
	
	

	所属会社名
	
	
	
	

	生年月日(年齢)
	
	
	
	

	最終学歴
	
	
	
	

	法令による免許

（取得年月日）
（登録番号等）
	
	　
	　
	　

	業

務
実

績
	発注機関名
	
	
	
	

	
	業務場所
	
	
	
	

	
	期　　間
	年　　月～　　年　月
	年　　月～　　年　月
	年　　月～　　年　月
	年　　月～　　年　月

	
	従事役職
	
	
	
	

	
	資格要件
	
	
	
	


注１）総括責任者及び業務責任者の業務実績の資格要件については、公益財団法人埼玉県下水道公社下水道施設維持操作業務委託一般競争入札執行要領
第５条（参加資格）の要件に該当する事項を記載してください。

様式第６号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他指定する事項

商号又は名称
	指　定　事　項
	説　　　明　　 欄　
	備　　　考

	１　下水道施設の管理における大規模地震等

による災害への対応

(１)大規模地震等で想定される災害に対して、下水処理場の機能を維持するための応急的対応と組織体制について

(２)共同企業体の場合、上記における共同企業体
間の支援体制について


	
	

	２　下水道施設管理における環境問題への取組み

(１)下水道施設管理における資源リサイクル、省エネルギー対策、ＣＯ2排出削減等への取組み方針について

(２)環境問題への取組みとして業務上成果を上
げている事例（３件まで）


	
	


様式第６号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他指定する事項

	指　定　事　項
	説　　　明　　 欄　
	備　　　考

	３　下水道施設維持操作業務の改善や工夫の事例


	
	

	４　ＩＳОの取得状況
	○○株式会社　ＩＳО14001（平成　　年認証登録）

ＩＳО 9000（平成　　年認証登録）

○○株式会社　ＩＳО14001（平成　　年認証登録）

ＩＳО 9000（平成　　年認証登録）

○○株式会社　ＩＳО14001（平成　　年認証登録）

ＩＳО 9000（平成　　年認証登録）


	


注１)　各項目について、社内の具体的な取組状況を説明欄に簡潔に記述してください。説明が別添資料による方が適切と思われる場合は、説明欄に

「別添資料による(資料番号○○)」として、添付してください。この場合の資料はできるだけ簡略にしてください。

注２）事例について別紙とする場合は、Ａ４版１枚(８００字程度以内、図表を含む)で記述してください。

注３）ＩＳОの取得状況については、各社ごとに記述してください。

様式第７号
入札参加資格等審査調書
件　　　 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

場　　　 所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【資　格　要　件】

	申請者名
	
	
	
	
	

	共同企業体である
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否

	埼玉県参加資格者名簿への登載
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否

	本社・本店の所在地
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否

	入札参加停止中でない
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否

	代表構成員の受託実績
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否

	構成員の受託実績
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否

	配置予定総括責任者等の選任等
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否

	配置予定業務責任者等の選任等
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否
	適
	否


不適格理由

	申請者名
	理　　　　由

	
	

	
	


【確認結果等】　上記のとおり、申請者が　適格・不適格　であることを確認しました。
平成　年　月　日
注１　審査項目は、適・否のいずれかに○印を付し、否の場合はその理由を記載すること。

　２　必要のない審査項目は抹消し、必要に応じて適宜審査項目を追加する。

様式第７－２号
　　　　  公埼下○第　　　　  号
平成　　年　  月　  日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理　事　長　　印
一般競争入札参加資格等の審査結果について（通知）

　　

下記業務委託の一般競争入札参加資格等について、別紙のとおり参加資格等を確認したので、

申請者あて通知してください。

記

１　公告日

２　入札日

３　件　　名

４　場　　所

５　参加資格がある者

	申請者名
	代表者又は

代理人氏名
	住　　　所
	電話番号

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	入札保証金の取扱い

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	申請者名
	代表者又は

代理人氏名
	住　　　所
	電話番号

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	参加資格がないと認めた理由

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


６　参加資格がない者

様式第８号

　公埼下○第　　　　 号
平成   年　　月　　日

一般競争参加資格等確認結果通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　所　属　長　　印　
　　　
貴（社・企業体）が先に申請した下記業務委託について、入札参加資格を審査した結果、

入札参加資格　（　あり　・　なし　）　と認めましたので、通知します。

記　

	公　告　日
	平成　　年　　月　　日

	入　札　日
	平成　　年　　月　　日

	件　　　名
	

	場　　　所
	

	入札参加資格

「なし」と

認めた理由
	


＊　入札参加資格の有無の再確認を求めることができます。

１　再確認申請先
　　　　公益財団法人埼玉県下水道公社（本社）理事長

２　受付期間

平成　年　月　日（　）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）

３　受付時間

時から　　時まで
様式第９号

平成　　年　　月　　日

質　　　　疑　　　　書

公益財団法人埼玉県下水道公社

理事長　　　　　　　　　　　　　様　

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　     住　 　　所

　商号又は名称

代 表 者 名       　                 印

　　　業務委託に関して、次のとおり、不明な箇所がありますので質問します。

	質　　　　疑　　　　内　　　　容

	


様式第１０号
公埼下○第　　　　 号
平成　 年　　月　　日

質　　疑　　回　　答　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様　

公益財団法人埼玉県下水道公社

理事長　　　　　　　　　　　印
次のとおり質疑がありましたので、回答します。
	質 疑 提 出 日
	

	件          名
	

	　　場          所
	


	    質　疑　内　容
	回　　　　　　　答

	
	


＊ホームページ等へ掲載する場合は、質問者及び回答者欄等を削除する。
様式第１１号

平成　　　年　　　月　　　日

請　　　　求　　　　書

公益財団法人埼玉県下水道公社

理事長　　　　　　　　　　　　　様　

住　　　 所

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　

代 表 者 名                    　　       印

　　　　　　入札保証金について、下記のとおり、還付請求します。
記

１　対　象
　　件　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　場　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　２　金　額

金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　振込先
　　　　　　　　　　銀行　　　　　　　支店

当座預金／普通預金

口座番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
口座名義　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第１２号
入札金額見積内訳書
住　　　　所

商号又は名称

代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　　印

件　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
場　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	職種
	人数
	単価
	小計
	構成比（％）
	備 考

	１　責 任 者
	責任者
	
	円
	千円
	
	

	２　水処理施設
維持操作業務
	業務責任者
	
	
	
	
	

	
	技術員
	
	
	
	
	

	
	補助員
	
	
	
	
	

	
	一般作業員等
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	３　汚泥処理施設維持操作業務
	業務責任者
	
	
	
	
	

	
	技術員
	
	
	
	
	

	
	補助員
	
	
	
	
	

	
	一般作業員等
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	４　中継ポンプ場維持操作業務
	業務責任者
	
	
	
	
	

	
	技術員
	
	
	
	
	

	
	補助員
	
	
	
	
	

	
	一般作業員等
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	小　　　計
	
	
	
	
	
	

	諸 経 費
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	100
	


様式第１３号

入　　札　　書
１　　件　　名
２　　場　　所
３　　金　　額

公益財団法人埼玉県下水道公社財務規程、公益財団法人埼玉県下水道公社業務委託契約約款及び公益財団法人埼玉県下水道公社下水道施設維持操作業務委託一般競争入札執行要領に従い、設計図書及び場所等も熟知したので入札します。

　 平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　印

　
上記代理人

氏　　名　　　　　　　　　　　　印

公益財団法人埼玉県下水道公社
理事長  　　　　　　　　　　　　様

（注意事項）

１　金額は、算用数字で記入し、頭部に￥を付記すること。
　　また、消費税及び地方消費税を含まないものであること。
２　代理人による入札の場合の印は、代理人印のみでよいこと。　

様式第１４号
委　　任　　状
　私は　　　　　　　　　　　印　を代理人と定め、下記に関する入札（見積）の

一切の権限を委任します。

記

１　件　　名

２　場　　所

　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　 　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　    代 表 者 名　　 　　　　　　　　　 印

公益財団法人埼玉県下水道公社
　　理事長　　 　　　　　　　　様
（注意事項）

１　委任者の印は、法人にあってはその権限を有する者の印とする。

２　代理人の印は、認印でも差し支えない。

様式第１５号

入　札　辞　退　届
　平成　　年　　月　　日付けで入札公告された業務委託について、下記により入札を
辞退します。

記

１　　件　　名

２　　場　　所

３　　辞退理由

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　 　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　    代 表 者 名　　 　　　　　　　　　 印

公益財団法人埼玉県下水道公社
　　理事長 　　　　　　　　様
様式第１６号
見　　積　　書
１　　件　　名

２　　場　　所

３　　金　　額

公益財団法人埼玉県下水道公社財務規程、公益財団法人埼玉県下水道公社業務委託契約約款及び公益財団法人埼玉県下水道公社下水道施設維持操作業務委託一般競争入札執行要領に従い、設計図書及び場所等も熟知したので見積します。

　 平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　  印

上記代理人

氏　  名　　　　　　　　　　　　　　印

公益財団法人埼玉県下水道公社
理事長  　　　　　　　　　　　　様
（注意事項）

１　金額は、算用数字で記入し、頭部に￥を付記すること。
　　また、消費税及び地方消費税を含まないものであること。
２　代理人による見積の場合の印は、代理人印のみでよいこと。　

 様式第１７号
　　　　  公埼下○第　　　　  号
平成　　年　  月　  日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

所　属　長　　印

落札者（契約者）の決定及び契約の締結について（通知）

　　

下記の入札（見積合せ）の結果、貴（社・企業体）を落札者（契約者）と決定しましたので通知します。

　なお、別添の契約書に記名押印のうえ、速やかに提出してください。

記

１　件　　名

２　場　　所

３　入札（見積）年月日
＊随意契約による場合は、括弧内の記載とする。







